
平成22年 №25 

国立大学法人東京学芸大学事務組織規則等の一部を改正する規則 

 

制定理由 

  事務組織の一部改編等に伴い，所要の改正を行うものである。 

 



 国立大学法人東京学芸大学事務組織規則等の一部を改正する規則を次のように制

定する。 

 

  平成22年３月30日 

              国立大学法人東京学芸大学長 

                      鷲 山 恭 彦 

 

 

平成22年規則第13号 

   国立大学法人東京学芸大学事務組織規則等の一部を改正する規則 

 

 次に掲げる規則の一部について，別紙新旧対照表の右欄を，左欄のように改正す

る。 

 

 (1) 国立大学法人東京学芸大学事務組織規則（平成16年規則第３号） 

 (2) 東京学芸大学事務協議会規則（昭和39年規則第４号） 

 (3) 東京学芸大学事務情報化推進規則（平成９年規則第９号） 



国立大学法人東京学芸大学事務組織規則の一部改正について 

 

制定理由： 事務組織の一部改編等に伴い，所要の改正を行うものである。 

改      正 現      行 

   第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この規則は，国立大学法人東京学芸大学組織運営規程（平成22年規程

第13号）第29条第３項の規定に基づき，本学の事務組織について定め，事務

の能率的な運営を確保することを目的とする。 

 

   〔省略〕 

 

 （課） 

第４条 総務部に，次の４課を置く。 

 (1) 総務課 

 (2) 人事課 

 (3) 広報連携課 

 (4) 附属学校課 

２～４ 〔省略〕 

 （課に置く室） 

第５条 総務課に，評価推進室及び基金事務室を置く。 

２，３ 〔省略〕 

 

   〔省略〕 

 

 （総務課） 

第７条  

(1) 大学の事務に関し，総括し，及び連絡調整すること。 

(2) 大学の儀式その他行事の企画立案に関すること。 

(3) 役員会，経営協議会，教育研究評議会等の会議に関すること。 

(4) 学内の事務組織の整備に関すること。 

  削 除 

(5) 法人の登記に関すること。 

   [以降 一号ずつ繰上] 

 

２ 〔省略〕 

３ 基金事務室においては，主に次の各号に掲げる事務をつかさどる。 

   第１章 総則 

 （目的） 

第１条 この規則は，国立大学法人東京学芸大学学則第７条第２項の規定に基

づき，本学の事務組織について定め，事務の能率的な運営を確保することを

目的とする。 

 

   〔省略〕 

 

 （課） 

第４条 総務部に，次の４課を置く。 

 (1) 総務課 

 (2) 人事課 

 (3) 広報連携協力課 

 (4) 附属学校課 

２～４ 〔省略〕 

 （課に置く室） 

第５条 総務課に，評価推進室を置く。 

２，３ 〔省略〕 

 

   〔省略〕 

 

 （総務課） 

第７条  

(1) 大学の事務に関し，総括し，及び連絡調整すること。 

(2) 大学の儀式その他行事の企画立案に関すること。 

(3) 役員会，経営協議会，教育研究評議会等の会議に関すること。 

(4) 学内の事務組織の整備に関すること。 

(5) 男女共同参画に関すること。 

(6) 法人の登記に関すること。 

 

 

２ 〔省略〕 

 



(1) 東京学芸大学基金（財務課の所掌に属することを除く。）に関すること。 

(2) 東京学芸大学同窓会及び辟雍会（東京学芸大学全国同窓会）等との連携

協力に関すること。 

(3) その他基金の獲得に必要な事項に関すること。 

 

（人事課） 

第８条 人事課においては，主に次の各号に掲げる事務をつかさどる。 

(1) 職員の採用，休職，懲戒，服務等に関すること。 

(2) 職員の給与及び諸手当の認定並びに支給に関すること。 

(3) 職員の給与に伴う所得税及び地方税の徴収に関すること。 

(4) 職員の勤務時間，休暇その他勤務条件に関すること。 

(5) 事務職員の研修に関すること。 

(6) 職員の健康管理，安全管理に関すること。 

(7) 職員の福利厚生に関すること。 

(8) 男女共同参画に関すること。 

(9) 共済組合に関すること。 

(10) 表彰に関すること。 

(11)人事記録に関すること。 

(12)所掌事務の調査及び報告に関すること。 

(13)その他人事に関すること。 

 

 （広報連携課） 

第９条 広報連携課においては，主に次の各号に掲げる事務をつかさどる。 

 (1) 大学広報に関し，企画立案し，及び連絡調整すること。 

 (2) 広報戦略の業務に関し，連絡調整すること。 

 (3) ～ (11) 省略 

 (12) その他広報連携に関すること。 

 

   〔省略〕 

 

 （情報基盤課） 

第２１条 情報基盤課においては，主に次の各号に掲げる事務をつかさどる。 

 (1)～(3) 〔省略〕 

 (4) 情報基盤整備推進本部の業務に関し，連絡調整すること。 

 (5)～(12) 〔省略〕 

 

   〔省略〕 

 

 

 

 

 

（人事課） 

第８条 人事課においては，主に次の各号に掲げる事務をつかさどる。 

(1) 職員の採用，休職，懲戒，服務等に関すること。 

(2) 職員の給与及び諸手当の認定並びに支給に関すること。 

(3) 職員の給与に伴う所得税及び地方税の徴収に関すること。 

(4) 職員の勤務時間，休暇その他勤務条件に関すること。 

(5) 事務職員の研修に関すること。 

(6) 職員の健康管理，安全管理に関すること。 

(7) 職員の福利厚生に関すること。 

 

(8) 共済組合に関すること。 

(9) 表彰に関すること。 

(10)人事記録に関すること。 

(11)所掌事務の調査及び報告に関すること。 

(12)その他人事に関すること。 

 

 （広報連携協力課） 

第９条 広報連携協力課においては，主に次の各号に掲げる事務をつかさどる。 

 (1) 大学広報に関し，企画立案し，及び連絡調整すること。 

 (2) 広報戦略室の業務に関し，連絡調整すること。 

 (3)～(11) 省略 

 (12) その他広報連携協力に関すること。 

 

   〔省略〕 

 

 （情報基盤課） 

第２１条 情報基盤課においては，主に次の各号に掲げる事務をつかさどる。 

 (1)～(3) 〔省略〕 

 (4) 情報企画室の業務に関し，連絡調整すること。 

 (5)～(12) 〔省略〕 

 

   〔省略〕 



 

 （学務部参事役） 

第２５条 学務部に，学務部参事役を置く。 

２ 学務部参事役は，上司の命を受け，学務事務に関する重要事項の企画及び

立案を行う。 

 

   〔省略〕 

 

附 則 

この規則は，平成22年４月１日から施行する。 

 

別表（第６条関係） 

総務部 総務課 総務係 

    
 

法規係 

    
 

調整係 

    評価推進室 調査係 

      評価係 

    基金事務室 基金事務係 

  人事課 人事係 

    
 

給与第一係 

    
 

給与第二係 

      職員係 

  広報連携課 広報企画係 

    
 

地域連携係 

      産学連携係 

    以下省略 
  

 

 （参事役） 

第２５条 学務部に，参事役を置く。 

２ 参事役は，上司の命を受け，学務事務に関する重要事項の企画及び立案を

行う。 

 

   〔省略〕 

 

 

 

 

別表（第６条関係） 

総務部 総務課 総務係 

    
 

法規係 

    
 

調整係 

    評価推進室 調査係 

      評価係 

   
 

  人事課 人事係 

    
 

給与第一係 

    
 

給与第二係 

      職員係 

  広報連携協力課 広報企画係 

    
 

地域連携係 

      産学連携係 

  
 

以下省略 
 

 

 

 



東京学芸大学事務協議会規則の一部改正について 

 

制定理由： 事務組織の一部改編に伴い，所要の改正を行うものである。 

改      正 現      行 

 

   〔省略〕 

 

 （組織） 

第３条 本会は，次の各号に定める者をもって組織する。 

 (1) 事務局長 

 (2) 部長 

 (3) 学務部参事役 

 (4) 課長 

 (5) 企画調査役 

 (6) 教育関係資料調査役 

 (7) 監査室長 

 (8) 副課長 

 （会議） 

第４条 本会が開催する会議（以下「会議」という。）は，前条第１号から第７

号までに定める者をもって行う。 

２ 会議には，必要に応じて副課長等を出席させ，意見を聴くことができる。 

 

   〔省略〕 

 

   附 則 

 この規則は，平成22年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

   〔省略〕 

 

 （組織） 

第３条 本会は，次の各号に定める者をもって組織する。 

 (1) 事務局長 

 (2) 部長 

 (3) 参事役 

 (4) 課長 

 (5) 企画調査役 

 

 (6) 監査室長 

 (7) 副課長 

 （会議） 

第４条 本会が開催する会議（以下「会議」という。）は，前条第１号から第６

号までに定める者をもって行う。 

２ 会議には，必要に応じて副課長等を出席させ，意見を聴くことができる。 

 

   〔省略〕 

 

 

 



東京学芸大学事務情報化推進規則の一部改正について 

 

制定理由： 事務組織の一部改編に伴い，所要の改正を行うものである。 

改      正 現      行 

 

 

 

   〔省略〕 

 

 

 

 （組織） 

第４条 協議会は，次の各号に定める者をもって組織する。 

 (1) 事務局長 

 (2) 部長 

 (3) 学務部参事役 

 (4) 課長 

 (5) 教育関係資料調査役 

 (6) 監査室長 

 (7) その他事務局長が必要と認めた者 

 

   〔省略〕 

 

   附 則 

 この規則は，平成22年４月１日から施行する。 

 

 

 

   〔省略〕 

 

   第２章 事務情報化推進協議会 

 （設置） 

第３条 第１条の目的を達成するため，本学に，事務情報化推進協議会（以下

「協議会」という。）を置く。 

 （組織） 

第４条 協議会は，次の各号に定める者をもって組織する。 

 (1) 事務局長 

 (2) 部長 

 (3) 参事役 

 (4) 課長 

 (5) 企画調査役 

 (6) 監査室長 

 (7) その他事務局長が必要と認めた者 

 

   〔省略〕 

 

 

 

 


